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本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・�ダッシュボード版：https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF版：https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41N104.pdf

1.	 研究開発領域の定義
分離技術とは、混合物から目的成分を取り出す、または不要物を取り除く技術に関する研究開発領域である。

化学プロセスにおいて目的成分を低環境負荷・低エネルギーで取り出す技術、火力発電所や工場などから生
じるCO2や大気中のCO2 の分離、グリーン水素の分離・精製、海水の淡水化や排水からの有用物回収、鉱
物資源や都市鉱山からの目的金属の分離、医療用途（人工透析、酸素濃縮）など幅広い産業の基盤となって
いる技術である。環境保全、資源循環型社会の実現のためにも重要な技術である。

2.	 本領域の意義
分離技術は、混合物から目的成分を効率的かつ選択的に取り出す技術であり、化学産業をはじめ、エネル

ギー、環境、資源循環、医薬品、食品、エレクトロニクスなど多様な分野で不可欠な役割を果たしている。
単なる精製手段にとどまらず、工程の効率化、環境負荷の低減、資源活用の最適化、安全性向上などにも寄
与し、持続可能な社会の形成における中核的な技術とされている。

分離操作は、製品の品質や安全性を左右する重要な工程であり、医薬品や電子材料では特に高純度物質
の確保が求められる。これらの精密分離は製造コストやエネルギー消費の低減にも貢献し、経済性の観点か
らも高い意義を持つ。また、環境保全の面でも分離技術は不可欠である。排水処理における有害物質の除去
や、地球温暖化対策としてのCO2 回収技術（CCS/CCUS）には、膜分離や吸収、吸着といった各種分離法
が活用されている。これらの技術進展は、脱炭素社会の構築と産業の持続可能性を両立する鍵を握っている。 

資源循環の観点でも分離技術は中心的な位置を占めている。従来の廃水処理に加え、未利用資源や使用
済み製品からの有価物回収への応用が広がっている。たとえば、排水からのアンモニア回収や、使用済みネ
オジム磁石からのレアアース回収技術の開発が進められており、これらの技術は、環境負荷低減と資源安全
保障の両面で大きな意味を持つ。

分離技術の発展は、物理・化学・材料・プロセス工学など複数の領域が融合して進められており、今後の
エネルギー・物質利用の高効率化に向けた重要な鍵となる。特にナノスケールでの精密分離や、微量成分の
高度選択除去といった先端的ニーズへの対応が求められており、技術革新が活発に行われている。将来的に
は、より高性能な分離材料の開発、分離と反応の一体化（膜型反応器など）によるプロセス強化といった新
展開が期待されている。これにより、分離技術は持続可能な産業社会の実現においてますます重要な技術領
域として発展していくと考えられる。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要

分離技術は、混合物から目的成分を選択的に取り出す操作であり、化学工業、資源・エネルギー分野、環
境保全、バイオ・医薬品製造、電子材料分野などに不可欠な基盤技術である。その重要性から、分離技術
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は長い年月をかけて多様な手法が発展してきた。分離技術の原点は、蒸留、吸収、晶析、ろ過、抽出といっ
た物理的操作にある。これらのいわば古典的な分離手法は信頼性が高く、工業的にも成熟した技術であるが、
大きなエネルギー負荷や選択性の限界が指摘されていた。とりわけ蒸留技術は、18世紀の化学産業の発展と
ともに発達し、20世紀には石油化学産業における精留塔の実用化により、工業的な分離の中心的手法として
確立されたものであるが、熱エネルギーを大量に消費する操作であり、エネルギー効率の課題が常に指摘さ
れてきた。1990～2000年代にかけて、膜分離や高機能吸着材の技術が進み、省エネルギー型・高効率型
の分離が模索されるようになったことで、その延長線上に、近年の脱炭素・資源問題への対応技術としての
分離技術の進化がある。

吸着や吸収（物理吸収・化学吸収）は、主にガスの精製や有害成分の除去に用いられ、環境保全の視点
からも重要な技術である。特に活性炭やゼオライトなどの吸着剤は古くから利用されてきたが、微細構造の設
計が困難であったため、選択性や再生性に限界があった。20世紀後半から、これら従来技術に加えて、逆浸
透（RO）膜や限外ろ過（UF）膜の登場により、膜分離が省エネルギーかつコンパクトな分離手法として注
目された。とくに1970年代以降の水資源問題を契機に、海水淡水化や排水再利用の分野で膜技術は急速に
発展した。1980年代から1990年代にかけては、ガス分離膜や浸透気化（PV）膜が工業化され、揮発性有
機化合物の回収、水−有機混合系の分離、空気分離（水素、酸素、窒素の精製）など、多様な用途へと広がっ
た。この時期には、高分子材料の精密設計や無機膜（セラミック膜、ゼオライト膜など）の開発も進み、膜
の選択性・耐久性が大きく向上した。さらに、ナノテクノロジーの進展に伴い、ナノろ過（NF）膜や中空糸
膜の開発、膜構造のナノレベルでの制御が可能となり、より高度な選択的分離が実現されるようになった。

特にこの10年間で、カーボンニュートラル社会の実現、省エネルギー化、資源循環、高機能材料の要求
の高まりを背景に、分離技術の研究開発は大きく進展・多様化してきた。近年の分離技術の潮流は、以下の
ようなグローバルな課題解決の方向にシフトしていると言える。

脱炭素社会に向けた分離技術は、地球温暖化対策として、CO2 の回収・貯留・利用（CCUS）が注目さ
れている。特に、燃焼排ガスや大気中からのCO2 回収に向けて、膜分離、化学吸収（アミン吸収）、固体吸
着材（金属有機構造体：MOF、ゼオライトなど）の開発が進んでいる。また、大気から直接CO2を分離す
るDirect Air Capture（DAC）技術は、ネガティブエミッション技術の一つとして、世界的に研究・実証が
活発化している。ここでは、低濃度CO2 吸収の高選択性・高処理量の実現や、CO2 脱離の省エネ化がキーテ
クノロジーとなっている。

資源循環・レアメタル回収も高度分離技術の重要な応用分野である。これは、電気自動車や再エネ機器に
用いられるリチウム、コバルト、レアアースなどの希少資源の効率的なリサイクルの実現を目指す技術である。
選択的溶媒抽出や膜や吸着による金属イオンの分離・回収、さらにはマイクロ流体デバイスや電気化学的分
離など、新しい分離プロセスが模索されている。

その他の方向性としては、従来のように反応と分離を別工程として扱うのではなく、反応分離（membrane 
reactor, reactive distillationなど）のように一体化することで、平衡制限を克服しつつ工程を簡素化・省
エネルギー化するような統合化プロセスの研究も盛んである。また、外部からの刺激（電場、磁場、光、温
度など）に応じて分離挙動を変化させるスマート分離システムも登場してきている。

3.2	 トピックス
•	脱炭素社会とCO2 分離・回収技術

近年の最大の潮流は、温室効果ガスの削減に資する分離技術の進展である。とりわけ、CO2 分離・回収技
術（Carbon Capture）は、化石燃料を前提とした産業活動が続く中で不可欠な対応策となっている。

CO2 分離・回収技術としては、化学吸収、固体吸着、膜分離法があり、このうち、化学吸収法は最も成熟
した技術であり、アミン系吸収液の改良、新規固体吸収材があるが、近年では非水溶媒系の開発など1）が進
められている。ここでは再生エネルギーの低減、CO2 吸収容量の向上、溶媒劣化の抑制を目指した先進的な
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溶媒（低含水率溶媒、相変化溶媒、高性能官能化溶媒など）の研究開発が活発である。また最近では、
MOFが次世代吸着材として活発に研究されている2）。省スペース・低コスト化が期待できる膜分離法は、高
分子膜、無機膜、炭素膜、促進輸送膜（分子ゲート機能膜（RITE））、自立超薄膜（自立分離ナノ膜3）（九
州大学））などの多様な分離膜が新たに開発されている。

新たな手法としては、電気化学的に活性化される可溶性CO2 吸収材などが挙げられる。また、新しい分離
材料として、多孔質液体（PLs）4）や深共晶溶媒（DESs）5）、高いCO2 選択性を持つ窒素ドープ炭素材料6）

などが挙げられる。
また近年では大気中から直接CO2を回収するネガティブエミッション技術としてDirect Air Capture 

(DAC)に関する技術が台頭してきている。これは世界的にも学術研究、応用研究、実証などの様々な段階に
おいて、技術開発が活発化している。すでにClimeworks社やCarbon Engineering社などが大規模実証
を進めているが、現状では高コストであり、100ドル/t-CO2 への低減を目指して基礎から実証研究までの様々
な研究開発が進められている。

•	膜分離技術の高機能化と材料開発
ここ数年、膜分離技術は材料科学とプロセス工学の融合によって飛躍的に進化しており、特にエネルギー・

資源・環境分野におけるニーズを背景に、選択性・透過性・耐久性のすべてを高水準で満たす新材料と構造
の開発が加速している。注目される新技術の一つが、高分子−無機ハイブリッド膜である。 MOFや共有結合
性有機構造体（COF）をポリマーに複合化することで、従来の膜材料では困難だったサイズ選択性や化学耐
性の強化を実現している。また、これらのナノ構造体を自己組織化や界面制御によって膜表面に集積させるこ
とで、超薄膜化による高透過性との両立が可能となっている。高分子構造膜の構造が適切に制御されたポリ
マー・オブ・イントリンシック・マイクロポロシティ（PIM）膜やThermally Rearranged（TR）ポリマー膜、
およびイオン液体のようなCO2キャリアをゲル膜中に保持させた促進輸送膜なども、ガス分離において高い
CO2/N2 選択性を示し、いわゆるRobeson上限を超える性能が実証されている。さらに、有機溶媒ナノろ過

（OSN）や有機溶媒逆浸透（OSRO）用の分離膜では、耐溶媒性と耐熱性を備えた新規高分子やセラミック
ハイブリッドが開発され、高温・高圧条件での安定運転が可能となっている。最近では、分離膜を挟んで高
浸透圧液体間でRO操作を行う浸透圧補助型逆浸透（Osmotically Assisted Reverse Osmosis, OARO）
膜7）とそのプロセスが開発されたことにより、RO膜では浸透圧が高すぎて難しい高濃縮操作の実現が可能と
なり、資源回収分野等での応用が期待されている。

•	分離と反応の一体化（反応分離）
エネルギーと操作数の削減を目指し、分離と化学反応を同時に行う反応分離（integrated reaction and 

separation）技術への注目も高まっている。代表例には、膜反応器（membrane reactor）や反応蒸留
（reactive distillation）があり、反応による生成物をその場で分離することで、反応平衡を有利にし、高収
率化と工程の簡素化を同時に達成できるため、プロセス効率の最大化、省エネルギー化、副反応の抑制など
に寄与する先端化学工学の重要技術領域であると言える。これは、バイオ燃料合成や水素製造、アンモニア
合成などでも応用されており、プロセス強化の観点から今後さらに拡大することが期待されている。 

水素製造、脱水素、アンモニア分解、CO2 転化（メタネーション、メタノール合成）などにおいて、水素
分離膜やCO2 分離膜といった選択的透過膜と反応場を統合することで、平衡制限を突破し、転化率を飛躍的
に向上させる技術が報告されている。また、有機合成やバイオプロセス分野では、反応性蒸留（reactive 
distillation）や膜抽出（membrane-assisted extraction）などとの統合により、複雑な多段プロセスの
一体化が進んでいる。近年では、光触媒反応と分離膜の複合化によって、連続的な有害物質分解・回収も実
現されている8）-12）。

研究開発の俯瞰報告書　　ナノテクノロジー・材料分野～領域別動向編～（2026年）｜ エネルギー・環境応用﻿

JST研究開発戦略センター（CRDS） 3/8﻿分離技



•	外部刺激を利用した選択的分離技術
CFRP、積層電池、電子基板など、多様な金属や樹脂が複雑に組み合わさった複合材やマルチマテリアル

構造の普及によって、使用後の材料循環を促進するために、選択的な構成要素抽出や分解反応の制御が求め
られている。従来型の分離技術開発では、大規模で均一な分離現象制御が求められていたのに対し、材料循
環分野では、機能やマテリアルをそのまま再利用するニーズが高まったことから、異種材料の界面のみを解
体・剥離・分解し、それ以外は機能を残す選択的な分離技術が求められるようになってきた。このような選
択性は、従来型の熱的・機械的・化学的手法では困難であるため、近年は選択性の付与が可能な外部刺激（電
場、パルス放電、磁場、マイクロ波、光、超音波など）を用いた選択的分離技術の研究が拡大している13）。
材料内部の局所構造や異種材料界面にのみ作用し、機能性を保持した分離・剥離が可能であり、特にリチウ
ムイオン電池14）、CFRP、エレクトロニクス等のマルチマテリアル製品に対する適用が拡大中である。

また、これに応じて、界面状態のリアルタイムセンシング、分離挙動の可視化、分子・結晶レベルでの高度
固体分析やモデリングといったマルチスケールアプローチやプロセスインフォマティクスも重視されるように
なっている。

3.3	 課題
分離技術には、蒸留、吸収、抽出、膜分離、吸着など多くの手法があるため、各手法の優劣を評価するこ

とが必要である。さらには、分離工程のみならず、最終製品までの全体を統合した上での最適化も必要になる。
また、多成分系や不純物の分離に関する信頼度評価も必要になる。このようなエンジニアリングにもとづいた
分離プロセスの評価技術のプラットフォームづくりが必要である。ハードとしての共用実験設備の設置も望ま
れる。

さらには、評価指標を何にするのかの設定も重要である。基本的には、分離性能とコストが重要ではある
が、CO2 排出量や環境への影響度、分離する原材料の組成変動に対する許容度・耐性、プロセスの信頼性・
耐久性なども重要な要素である。評価指標を、分離度・コスト・ライフサイクルアセスメント（LCA）などの
いずれにするかによって最適化の結果が異なることには留意する必要がある。

研究推進体制としては、材料に対する理解だけてなく、分離工学、プロセス工学、機器設計にも深い理解
が必要になる上に、実際の課題に取り組む際には、種々の現実的課題に対処する必要があり、論文投稿を中
心とした従来の学術評価体制には適合しにくいという問題点もある。

環境・健康・安全（EHS）や倫理的・法的・社会的側面（ELSI）上の課題としては、分離技術に使用
されるナノ材料や高分子膜は、長期使用中に劣化・微細化し環境中に放出される懸念があり、ライフサイクル
全体での評価が不可欠である点が挙げられる。特に、水処理膜では、フッ素を用いた膜材料が多分に用いら
れるため、将来的にPFAS全体の使用が制限される場合には、代替となる新たな膜素材の開発が必要である。
実際に、ElsevierのSeparation and Purification Technology誌では、ポリフッ化ビニリデンやポリテトラ
フルオロエチレンなどの材料を使用する研究のうち掲載可能であるのは、環境影響評価および環境配慮型代
替案に限定する方針となっている15）。また、目的物の分離・精製に伴い、有害物質も濃縮・分離されるといっ
たリスクや倫理問題も発生しうる。技術的妥当性だけでなく、地域社会との意見調整や政策判断が必要とな
るケースも考えられる。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）グリーンイノベーション基金事業で分離技術に関連する
プロジェクトとして「CO2 の分離回収等技術開発」（2022～2030年度）、「大規模水素サプライチェーンの構
築」（2021～2030年度）が、NEDO先導研究プログラム/新産業・革新技術創出に向けた先導研究プログ
ラムにおいて「不燃性ガス田における高効率ヘリウム膜分離回収技術の開発」（2023～2025年度）が実施さ
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れている。
また、NEDOの「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発」（2019～2026年度）において、

CO2 分離・回収に関連する研究が実施されており、「CCUS研究開発・実証関連事業」（2018～2026年度）
においては、苫小牧におけるCCUS大規模実証試験やCO2を安全に低コストで大量に輸送する手段の実証試
験が行われている。

さらに、内閣府ムーンショット型研究開発制度のムーンショット目標４「2050年までに、地球環境再生に
向けた持続可能な資源循環を実現」においても、大気中からの高効率CO2 分離回収・炭素循環技術の開発

（Direct Air Captureにおける膜分離技術開発）や、排水中のアンモニア濃縮・回収のための正浸透（FO）、
浸透圧補助型逆浸透（BCまたはOARO）、電気透析（ED）、膜蒸留（MD）によるプロセス開発が実施さ
れている。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【米国】
米国では、膜分離技術および反応分離技術が脱炭素社会の実現に向けた重要技術として位置づけられてお

り、国家レベルでの支援、企業主導のスケールアップ、大学による基礎・応用研究が進行している。
エネルギー省（DOE）は、Energy Earthshots Initiativeを2021年に立ち上げ、10年以内にグリーン

水素コストを80％削減し、1ドル/kg-H2を達成することを目指している。 DOEエネルギー高等研究計画局
（ARPA-E）で統合的に進められ、水素分離膜や膜反応器（メタン改質＋H2 分離）が中核技術の一つといわ
れる。 Sandia National Laboratories、Pacific Northwest National Lab（PNNL）などがPd系膜・セ
ラミック膜反応器の開発を主導している。

また、DOEは、世界最大規模のパイロット炭素回収プログラムを支援しており、Membrane Technology 
and Research（MTR）社が商用化したPolarisTM 膜を用いた150/dayのCO2 回収能力の設備を建設している。

DOEの政策は今後の国際ベンチマークとなる可能性が高いため、注視が必要と思われる。
［評価*　基礎研究：現状○／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【欧州】
Horizon Europeにおいて、気候変動対応（Climate-neutral Europe）、産業脱炭素・水素社会（Clean 

Hydrogen JU）、水・資源循環・ゼロ排出（Circular Economy）、スマートバイオリファイナリーとCCU
などのミッション領域において、膜分離・膜反応技術が重点対象となっている。

EUのフラッグシッププロジェクトMACBETH（Membranes And Catalysts Beyond Economic and 
Technological Hurdles: 2019～2025年）において、反応器と分離膜を一体化した膜型反応器の商用化ス
ケールでの実証を中温 Fischer-Tropsch合成、プロパン脱水素、アンモニア合成、バイオ変換をターゲット
として行っている。

また、学術・研究拠点としては、ドイツFraunhofer Institute for Ceramic Technologies and Systems 
(IKTS：セラミック膜材料とガス分離膜反応器のパイロット試験)、オランダEindhoven University of 
Technology (TU/e：膜反応器のモデリングと最適設計)、ノルウェーSINTEF Materials and Chemistry

（天然ガスからのH2 分離・反応統合システム開発）などが挙げられる。
国際的な標準化・ベンチマークにも熱心に取り組んでおり、European Energy Research Alliance

（EERA）では、分離膜技術の分離性能、コスト、耐久性などに関してベンチマークモデル化を進めている。
また、Clean Hydrogen Joint Undertaking（FCH JU）では、水素分離膜技術に関してTRL（技術成熟
度レベル）評価や、透過率、選択性、耐熱性、運転寿命、モジュール化コストなどのベンチマーク指標を提
案している。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］
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【中国】
膜分離は中国政府によって長年優先課題とされており「第14次5ヵ年年計画」においても同様である。
RO膜では、国内の製造能力は成熟化が進み、低圧純水膜は量産可能となる一方で、海水淡水化向け高耐

性膜や超低圧膜は、品質・大量生産の面で世界最先端から2～5年遅れている。水処理は膜分離の中で最も
成熟した分野であり、2023年には超純水膜や放射能汚染水処理用膜の国産化が進み、中国企業の技術力が
向上してきている。

2020年9月の国連総会で習近平国家主席が「中国は2030年までにCO2 排出をピークアウトさせ、2060
年までにカーボンニュートラルを達成する」と宣言したのを受け、中国で脱炭素化、クリーンエネルギー転換
などが加速している。中国エネルギー系や華能（Huaneng）による大型CO2 回収・利用・貯留（CCUS）
デモプロジェクトが進行中である

また、ヘリウム・水素膜分離技術の産業化において、山西・呂梁地区で天然ガス副産ヘリウム・水素の分離・
精製に常温膜＋加圧吸着法が導入され、99.999%以上の純度が達成されている。この技術は世界のヘリウム
サプライチェーンを変革する可能性を秘めているものである。

近年、膜分離材料・CCUS実証・戦略資源向け膜システムの本格的な社会実装が進展している。
［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド→］

【韓国】
韓国では2024～2025年にかけて、膜分離技術と膜型反応器を含むエネルギー・環境関連プロジェクトに

対し資金を投入し、制度と産業基盤を整備している。特にCO2 分離・水素製造・SMR開発において民間企
業との連携を強化している。研究では、高分子から無機、MOFまで幅広い膜材料に強みがあり、膜反応器
の実証研究も進行中である。産業連携では、SK・LGなどの大企業が商用モジュール開発・海外展開を視野
に実装を加速している。

韓国エネルギー技術研究院（KIER）は、ガス火力発電における化学ループ燃焼（CLC）技術を用いた
CO2 分離・回収技術の実証に成功したことを2025年3月に発表している。 CLC 技術は、酸化鉄などの酸素
運搬粒子を使用して燃料に酸素を供給する方法であり、燃焼プロセスで二酸化炭素と水蒸気のみが生成され、
NOx排出量を大幅に削減することができる。水蒸気の凝縮後、CO2を直接捕捉できるようになり、既存の方
法と比較してCO2 回収コストの30％削減が可能だとしている。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド→、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向
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